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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 
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年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

１ 市川市の状況 

（１）人口の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の人口推移をみると、総人口は年々増加し、平成 31 年で 488,714 人となっ

ています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（0～14 歳）は減

少しているのに対し、老年人口（65 歳以上）は増加しており、少子高齢化が進んでい

ます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：住民基本台帳（各年 3月 31日現在） 

 
② 年齢別就学前児童数の推移 

本市の０歳から５歳の子ども人口は平成 27 年から平成 29 年にかけて増加し、そ

の後減少しており、平成 31 年４月現在で 24,218 人となっています。特に他の年齢

に比べ、０歳の減少率が高くなっています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

資料：住民基本台帳（各年 3月 31日現在）  

59,487 59,307 59,211 58,877 58,513

319,722 321,544 323,559 325,157 327,206

95,131 97,691 99,774 101,733 102,995

474,340 478,542 482,544 485,767 488,714

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

4,443 4,361 4,258 4,081 4,167

4,048 4,384 4,332 4,221 4,023

4,060 4,024 4,243 4,217 4,077

3,849 3,931 3,938 4,147 4,051

3,921 3,801 3,864 3,858 4,114

3,883 3,868 3,794 3,814 3,786

24,204 24,369 24,429 24,338 24,218 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳
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６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

 
 

③ 年齢別就学児童数の推移 

本市の６歳から 11 歳の子ども人口は平成 27 年から平成 29 年にかけて減少し、

その後増加しており、平成 31 年４月現在で 22,803 人となっています。特に他の年

齢に比べ、10 歳の減少率が高くなっています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：住民基本台帳（各年 3月 31日現在） 

 

（２）世帯の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 一般世帯・核家族世帯の状況 

本市の核家族世帯数は平成 17 年から平成 22 年にかけて増加し、その後減少して

おり、平成 27 年で 114,458 世帯となっています。また、一般世帯に占める核家族

世帯の割合は一般世帯数の増加に伴い減少傾向にあります。 

 
世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：国勢調査  

3,828 3,842 3,838 3,755 3,767

3,875 3,804 3,838 3,816 3,759

3,871 3,880 3,784 3,810 3,800

3,684 3,865 3,889 3,799 3,801

3,979 3,665 3,865 3,895 3,782

3,945 3,990 3,669 3,875 3,894

23,182 23,046 22,883 22,950 22,803 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

201,927
220,296 228,569

112,831 114,969 114,458

55.9
52.2 50.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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② 18 歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の 18 歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々減少しており、平成 27 年で

38,492 世帯となっています。また、18 歳未満の子どもがいる核家族世帯も年々減

少していますが、核家族世帯の割合は平成 22 年を境に増加しています。 

 

18 歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

③ ６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の 6 歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々減少しており、平成 27 年で

15,793 世帯となっています。また、6 歳未満の子どもがいる核家族世帯も年々減少

していますが、核家族世帯の割合は増加しています。 

 
６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

６歳未満の子どもがいる一般世帯 ６歳未満の子どもがいる核家族世帯

６歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

18歳未満の子どもがいる一般世帯 18歳未満の子どもがいる核家族世帯

18歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

44,571
40,813

38,49240,215
36,435 35,352

90.2 89.3 91.8

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

21,108

17,634
15,793

19,602

16,462
14,859

92.9 93.4 94.1

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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④ ひとり親世帯の推移 

本市の 18 歳未満の子どもがいる母子世帯は平成 22 年を境に増加しており、平成

27 年で 1,473 世帯となっています。また、18 歳未満の子どもがいる父子世帯も平

成 22 年を境に増加しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

（３）出生の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数の推移 

本市の出生数は平成 25 年から平成 27 年にかけて増加し、その後減少しており、

平成 29 年で 4,083 人と過去５年間で約 3％減少しています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：千葉県衛生統計年報  

18歳未満の子どもがいる母子世帯 18歳未満の子どもがいる父子世帯

1,740

1,438 1,473

261 197 226

0

400

800

1,200

1,600

2,000

平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)

4,211 4,341 4,366 4,325 4,083

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(人)
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② 合計特殊出生率の推移 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率は１人の女性が

仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの平均の子どもの数であり、

この数字は一般に少子化問題との関係で用いられます。本市の合計特殊出生率は平成

25 年から平成 27 年にかけて増加し、その後減少して、平成 29 年で 1.32 となっ

ています。また、全国と比較すると低いですが、県と比較すると平成 26 年から平成

28 年では高い値で推移しています。 

 
合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：千葉県健康福祉部 

 
③ 母親の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

本市の母の年齢（５歳階級）別出生率の推移をみると、平成 20 年に比べ平成 29

年で、20～34 歳の割合が減少しているのに対し、35～44 歳の割合が増加している

ことから晩産化が進行していることがうかがえます。 

 

母親の年齢別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

資料：千葉県衛生統計年報  

平成29年 平成20年

市川市 千葉県 全 国

1.32

1.37
1.39 1.38

1.32

1.33

1.32

1.38
1.35

1.34

1.43 1.42
1.45 1.44 1.43

1.00

1.20

1.40

1.60

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

0 .6 6 .0 

25 .1 

38 .1 

23 .8 

6 .3 

0 .1 
0.6

7.4

26.3

40.0

23.0

2.6

0.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45歳以上

（％）
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（４）就業の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加する M 字カーブ

を描いています。落ち込みの大きい 30～39 歳の就業率は平成 22 年に比べ平成 27

年で上昇し、近年ではＭ字カーブは緩やかになっています。 

 
女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

② 女性の年齢別就業率（国・県比較） 

本市の平成 27 年の女性の年齢別就業率を全国、県と比較すると、35～79 歳で全

国より低くなり、35 歳～64 歳で千葉県より低くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（平成 27年）  

市川市 千葉県 全 国

平成27年 平成22年

15.9 

63.6 
72.0 

63.6 
59.3 

62.4 
65.9 65.4 

59.6 

44.8 

29.6 

17.7 

10.6 
5.7 

3.4 15.6

63.1
68.1

56.9
53.7

58.2
63.2 62.1

55.7

42.8

26.6

15.7
9.2

6.3
3.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）
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利用児童数 箇所数

 
 

③ 女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

本市の平成 27 年の女性の未婚・既婚別就業率をみると、特に 20 歳代から 40 歳

代において既婚者に比べ未婚者の就業率が高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

（５）教育・保育サービス等の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 幼稚園の状況 

本市の幼稚園の状況をみると、箇所数・利用児童数ともに減少傾向となっており、

利用児童数は平成31年で5,613人となっています。 

 
幼稚園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市の統計（各年５月１日現在） 

 

6,141 6,061 6,048 5,963
5,613
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（％）
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利用児童数 箇所数

利用児童数 箇所数

 
 

② 保育園の状況 

本市の保育園の状況をみると、箇所数・利用児童数ともに年々増加しており、利用

児童数は平成31年で人と9,571人となっています。 

 
保育園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市の統計（各年４月１日現在） 

 
 

③ 認定こども園の状況 

本市の認定こども園の状況をみると、平成30年まで、利用児童数・箇所数ともに横

ばいで推移しています。利用児童数は平成31年で410人となっています。 

 
認定こども園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市の統計（各年４月１日現在） 
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利用児童数 箇所数

 
 

④ 待機児童数の推移 

本市の待機児童数の推移をみると、年々増加していましたが、平成29年をピークに、

以降は減少しており、平成31年で138人と待機児童は徐々に解消されつつあります。 

 
待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市の統計 

 

（６）放課後児童クラブの状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 放課後児童クラブの状況 

本市の放課後児童クラブにおける利用児童数は年々増加しており、利用定員を増や

すことで対応しています。利用児童数は平成30年で4,248人となっています。 

 
放課後児童クラブの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市の統計 
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（７）計画期間における就学前児童・小学生の推計児童数 ● ● ● ● ● ● ● 

本市の就学前児童および小学生について、計画期間における児童数をコーホート変

化率法（※）により各歳別に推計すると、就学前児童（0～5 歳）人口はいずれもほぼ

横ばいとなっており、令和 6 年度には、24,953 人となる見込みです。 

小学生（6～11 歳）人口についても同様にほぼ横ばいとなることが見込まれていま

す。 

なお、「4 章 教育・保育の量の見込みと確保方策、実施時期」においては、この推

計児童数に基づき、「量の見込み」を算定しています。 

 
就学前児童（０～５歳）人口実績・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：庁内資料 

 

就学前児童（６～11歳）人口実績・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：庁内資料 

※コーホート変化率法とは、各コーホート（同年または同期間に生まれた人々の集団）に 
ついて、過去における実績人口の動勢から変化率を求め、それに基づき将来人口を推計
する方法  

3,790 4,003 3,974 3,908 3,737

3,777 3,782 3,994 3,965 3,898

3,730 3,763 3,766 3,979 3,949

3,812 3,740 3,774 3,775 3,988

3,815 3,811 3,738 3,774 3,774

3,805 3,827 3,823 3,750 3,786

22,729 22,926 23,069 23,151 23,132
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

（１）子どもと家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族にみてもらえる」の割合が

59.8％と最も高く、次いで「いずれも

いない」の割合が21.0％、「緊急時も

しくは用事の際には子どもをみてもら

える友人・知人がいる」の割合が

18.3％となっています。 

 
 
 
 
 

② 母親の就労状況 

「以前は就労していたが、現在は就

労していない」の割合が34.8％と最も

高く、次いで「フルタイムで就労して

おり、産休・育休・介護休業中ではな

い」の割合が27.4％、「パート・アルバ

イト等で就労しており、産休・育休・

介護休業中ではない」の割合が15.7％

となっています。 

  

回答者数 = 2,574 ％

フルタイムで就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労して

おり、産休・育休・介護休業中で

はない

パート・アルバイト等で就労して

いるが、産休・育休・介護休業

中である

以前は就労していたが、現在は

就労していない

これまで就労したことがない

無回答

27.4

14.3

15.7

1.4

34.8

4.1

2.3

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

日常的に祖父母等の親族にみ

てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖

父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子

どもをみてもらえる友人・知人

がいる

いずれもいない

無回答

16.0

59.8

2.3

18.3

21.0

0.2

0 20 40 60 80 100
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③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイト等の就労を続

けることを希望」の割合が47.6％と最

も高く、次いで「フルタイムへの転換

希望はあるが、実現できる見込みはな

い」の割合が26.0％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「１年より先、一番下の子どもが

（   ）歳になったころに就労した

い」の割合が50.5％と最も高く、次い

で「すぐにでも、もしくは１年以内に

就労したい」の割合が19.8％、「子育

てや家事などに専念したい（就労の予

定はない）」の割合が17.1％となって

います。 

 

一番下の子どもの年齢 

「３～５歳」の割合が23.5％と最も

高く、次いで「６～８歳」の割合が

19.8％となっています。 

 
 
 
  

回答者数 = 1,006 ％

子育てや家事などに専念したい

（就労の予定はない）

1 年より先、一番下の子どもが（

）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に

就労したい

無回答

17.1

50.5

19.8

12.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,003 ％

２歳以下

３～５歳

６～８歳

９～11歳

12歳以上

無回答

2.9

23.5

19.8

2.8

0.9

50.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 439 ％

フルタイムへの転換希望があ

り、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はある

が、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を

続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子

育てや家事に専念したい

無回答

11.6

26.0

47.6

2.7

12.1

0 20 40 60 80 100



 
22 

 

 

（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が66.3％、

「利用していない」の割合が33.2％と

なっています。 

 

 

 

 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「認可保育所」の割合が49.9％と最

も高く、次いで「幼稚園」の割合が

33.9％、「幼稚園＋定期的な預かり保

育」の割合が3.9％となっています。 

  

回答者数 = 1,707 ％

幼稚園

幼稚園＋定期的な預かり保育

許可保育所

認定こども園の幼稚園部分

認定こども園の保育施設部分

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

（月64時間以上の就労）

その他の認可外の保育施設

（上記以外）

居宅訪問型保育

その他

無回答

33.9

3.9

49.9

0.1

1.5

1.5

0.2

1.5

0.9

2.9

1.1

0.0

1.1

1.6

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

利用している

利用していない

無回答

66.3

33.2

0.5

0 20 40 60 80 100
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③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

「認可保育所」の割合が40.8％と最

も高く、次いで「幼稚園」の割合が

25.2％、「幼稚園＋定期的な預かり保

育」の割合が17.9％となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「こども館」の割合が25.8％と最も

高く、次いで「親子つどいの広場、ま

たは地域子育て支援センター」の割合

が14.2％となっています。 

  

回答者数 = 2,574 ％

親子つどいの広場、または地域

子育て支援センター

こども館

幼稚園で行っているプレ保育

幼稚園で行っている子育て支援

事業

14.2

25.8

7.7

2.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

幼稚園

幼稚園＋定期的な預かり保育

認可保育所

認定こども園の幼稚園部分

認定こども園の保育施設部分

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

（月64時間以上の就労）

その他の認可外の保育施設

（上記以外）

居宅訪問型保育

その他

無回答

25.2

17.9

40.8

2.7

5.8

0.7

0.1

0.2

0.5

0.8

0.3

0.2

0.7

4.2

0 20 40 60 80 100
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② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「こども館」の割合が43.8％と最も

高く、次いで「親子つどいの広場、ま

たは地域子育て支援センター」の割合

が30.5％となっています。 

 
 
 
 

（４）病気等の際の対応について ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった経験の有無 

「あった」の割合が78.5％、「なか

った」の割合が18.7％となっています。 

 

 
 
 
 
 

② 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応 

「母親が休んだ」の割合が73.6％と

最も高く、次いで「父親が休んだ」の

割合が33.2％、「親族・知人（同居者を

含む）に子どもをみてもらった」の割

合が23.4％となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
  

回答者数 = 1,340 ％

父親が休んだ

母親が休んだ

親族・知人（同居者を含む）に子

どもをみてもらった

父親又は母親のうち自宅にいる

方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番を

させた

その他

無回答

33.2

73.6

23.4

20.7

4.9

1.0

0.4

2.7

3.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

親子つどいの広場、または地域

子育て支援センター

こども館

幼稚園で行っているプレ保育

幼稚園で行っている子育て支援

事業

30.5

43.8

19.0

16.7

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,707 ％

あった

なかった

無回答

78.5

18.7

2.8

0 20 40 60 80 100
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（５）一時預かり等の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「幼稚園の預かり保育」の割合が 

18.0％と最も高く、次いで「一時預か

り」の割合が6.6％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 宿泊を伴う一時預かり等の有無と対応 

「あった」の割合が15.4％、「なか

った」の割合が79.7％となっています。 

  

％

一時預かり

（回答者数 = 1,770）

幼稚園の預かり保育

（回答者数 = 1,853）

ファミリー・サポート・センター

（回答者数 = 1,743）

夜間養護：休日養護

（回答者数 = 1,718）

ベビーシッター

（回答者数 = 1,717）

その他

（回答者数 = 680）

6.6

18.0

5.1

1.3

2.3

4.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

あった

なかった

無回答

15.4

79.7

4.9

0 20 40 60 80 100
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（６）小学校就学後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「習い事（ピアノ教室、学習塾など）」

の割合が52.2％と最も高く、次いで

「放課後保育クラブ（学童保育）」の割

合が47.0％、「自宅」の割合が44.4％

となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 就学前児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「習い事（ピアノ教室、学習塾など）」

の割合が50.8％と最も高く、次いで

「自宅」の割合が39.6％、「放課後保

育クラブ（学童保育）」の割合が30.1％

となっています。 

  

回答者数 = 651 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、学習塾な

ど）

こども館（児童館）

ビーイング（放課後子ども教室）

放課後保育クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館・公園など）

（放課後等デイサービスなど）

39.6

14.9

50.8

11.1

11.4

30.1

0.9

24.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 651 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、学習塾な

ど）

こども館（児童館）

ビーイング（放課後子ども教室）

放課後保育クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館・公園など）

（放課後等デイサービスなど）

44.4

16.9

52.2

12.6

12.1

47.0

0.9

25.0

0 20 40 60 80 100
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③ 就学児童保護者の小学校就学後の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が72.4％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、学習塾

など）」の割合が65.2％、「その他（公

民館・公園など）（放課後等デイサービ

ス）」の割合は29.0％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（７）育児休業制度の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 母親の育児休業の取得状況 

「取得した（取得中である）」の割合

が47.2％と最も高く、次いで「働いて

いなかった」の割合が40.1％、「取得

していない」の割合が10.2％となって

います。 

  

回答者数 = 2,574 ％

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

40.1

47.2

10.2

2.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,332 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、学習塾な

ど）

こども館

ビーイング

放課後保育クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館・公園など）

（放課後等デイサービス）

72.4

14.6

65.2

7.3

10.8

24.7

1.2

29.0

0 20 40 60 80 100
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② 母親の育児休業を取得していない理由 

「子育てや家事に専念するため退職

した」の割合が45.4％と最も高く、次

いで「職場に育児休業の制度がなかっ

た（就業規則に定めがなかった）」の割

合が22.1％、「自営業である」の割合

が18.3％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）相談の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童の保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が92.7％、「い

ない／ない」の割合が6.7％となって

います。 

 
  

回答者数 = 262 ％

職場に育児休業を取りにくい雰

囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰した

かった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだっ

た

収入減となり、経済的に苦しくな

る

保育所（園）などに預けることが

できた

配偶者が育児休業制度を利用

した

配偶者が無職、祖父母等の親

族にみてもらえるなど、制度を

利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため

退職した

職場に育児休業の制度がな

かった（就業規則に定めがな

かった）

有期雇用のため育児休業の取

得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知

らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、

産後８週間）を取得できることを

知らず、退職した

自営業である

その他

無回答

12.6

8.8

3.8

13.0

0.8

6.9

3.4

0.4

2.3

45.4

22.1

9.9

1.1

2.3

18.3

8.8

3.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,574 ％

いる／ある

いない／ない

無回答

92.7

6.7

0.5

0 20 40 60 80 100
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② 就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「祖父母等の親族」の割合が82.0％

と最も高く、次いで「友人、知人、近

所の人」の割合が79.7％、「保育所」の

割合が29.4％となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 就学児童の保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が92.0％、「い

ない／ない」の割合が7.3％となって

います。 

  

回答者数 = 1,332 ％

いる／ある

いない／ない

無回答

92.0

7.3

0.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,387 ％

祖父母等の親族

友人、知人、近所の人

保育所

かかりつけの医院、医師、看護

師

幼稚園

子育て支援施設、ファミリー・サ

ポート・センター、NPO等

保健センター（保健師、管理栄

養士、歯科衛生士等）

こども発達センター

インターネットを利用した子育て

相談（コミュニケーションサイト）

市川市の子育て支援課窓口、

子育てナビ

認定こども園

母子保健相談窓口アイティ（保

健師、看護師）

民生委員、児童委員

その他

無回答

82.0

79.7

29.4

16.0

15.7

11.3

4.0

3.9

3.9

1.3

1.1

0.9

0.0

2.1

0.2

0 20 40 60 80 100
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④ 就学児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人、知人、近所の人」の割合が

84.9％と最も高く、次いで「祖父母等

の親族」の割合が72.6％、「学校の先

生」の割合が27.3％となっています。 

  

回答者数 = 1,225 ％

友人、知人、近所の人

祖父母等の親族

学校の先生

かかりつけの医院、医師、看護

師

子育て支援施設、ファミリー・サ

ポート・センター、NPO等

教育センター

こども発達センター

インターネットを利用した子育て

相談（コミュニケーションサイト）

市川市の子育て支援課窓口

民生委員、児童委員

その他

無回答

84.9

72.6

27.3

9.8

4.3

2.2

1.4

1.3

0.7

0.2

3.5

0.2

0 20 40 60 80 100
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（９）子育て全般について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「3」の割合が 42.5％と最も高く、次いで「2」の割合が 26.0％、「4」の割合が

14.0％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

回答者数 = 2,574

子育てに関する情報提供・相談の
充実

待機児童の解消

乳幼児の保育の充実

幼児教育の充実

多様なニーズに応じた保育・子育
て支援サービスの充実

子どもが安心して遊べる場の充実

子育て家庭への経済的支援の充
実

母子保健、小児救急医療の充実

子育て支援施策の総合評価

5.6

32.2

17.4

11.6

17.4

17.9

22.2

12.7

10.8

12.7

18.7

20.5

16.6

22.5

26.8

25.1

19.8

26.0

46.5

39.5

44.2

52.4

46.7

27.3

38.8

44.4

42.5

30.5

7.0

14.8

16.3

10.9

23.6

11.5

19.7

14.0

2.1

1.5

1.7

1.7

1.3

3.1

1.2

2.1

0.9

2.6

1.2

1.4

1.4

1.3

1.2

1.1

1.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①不満 ②やや不満 ③どちらともいえない

④ほぼ満足 ⑤大変満足 ⑥無回答
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② 就学児童の保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「3」の割合が 47.1％と最も高く、次いで「2」の割合が 20.9％、「4」の割合が

15.8％となっています。 

 
  回答者数 = 1,332

子育てに関する情報提供・相談の
充実

放課後保育クラブの充実

多様なニーズに応じた保育・子育
て支援サービス（病児保育等）の
充実

子どもが安心して遊べる場の充実

子育て家庭への経済的支援の充
実

小児救急医療の充実

子育て支援施策の総合評価

4.1

7.8

7.0

19.4

18.2

12.3

6.1

9.2

10.1

17.0

32.7

24.2

22.1

20.9

55.9

50.6

61.0

30.1

42.9

40.8

47.1

25.4

24.1

11.6

14.8

11.9

21.2

15.8

1.6

5.2

0.8

1.2

0.9

1.7

0.7

3.9

2.3

2.6

1.8

2.0

2.0

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①不満 ②やや不満 ③どちらともいえない

④ほぼ満足 ⑤大変満足 ⑥無回答
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３ 第２期計画策定に向けた課題 

市川市子ども・子育て支援事業計画の基本目標ごとに市川市の子どもや子育てを取

り巻く課題を整理しました。 

 

（１）子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を支える仕組みについて● ● ● ● ●  

市では、子どもの権利保障について、児童福祉週間や家族の日のイベント、講演会・

研修会等で、リーフレットを配布することにより周知を図っていますが、取り組みつ

いて「わからない」の割合が58％であることから、今後、市民が広く認識するために、

周知・啓発を促進していくことが必要です。 

また、子供の居場所の充実については、「子ども実行委員会設置事業」により、子ど

も自身が望む遊びや体験を実現させるための子ども実行委員会を設置しています。今

後、自己主張、自己表現の場をさらに充実させ、自発的に社会参画できる子どもを育

てていく必要があります。 

 

（２）乳幼児期の教育・保育について ● ● ● ● ● ● ● 

国においては、「子育て安心プラン」において、平成32年度末までに待機児童の解

消をめざすとしています。市川市の待機児童数は年々減少傾向を示していますが、子

育て世帯の共働き世帯の増加などに伴い、1歳児で待機児童が多く発生しています。 

保護者の就労希望をみると、母親ではパートタイム等からフルタイムの転換希望や

未就労から就労を希望する保護者がみられ、潜在的な保育ニーズがみられます。また、

利用したい教育・保育サービスとして、「認可保育所」の割合が高くなっており、保育

所を希望する方が多くみられています。一人ひとりの個性を生かし、可能性を伸ばす

ことができる教育・保育を推進するため、幼児教育関係者のスキル及び専門性の向上

を図るとともに、幼児教育の質の向上を図ることが必要となっています。 

また、平日に定期的に教育・保育の事業を利用について、「教育・保育方針がしっか

りしている」が高く、保護者の教育・保育について質の面のニーズも高いことがうか

がえます。幼児期は、人間形成の基礎が培われる大切な時期です。教育・保育の質を

確保するため、幼児教育関係者のスキル及び専門性の向上を図り、幼児教育の質の向

上を図ることが必要です。 
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（３）地域における子育て支援について ● ● ● ● ● ● ● 

妊娠、出産、産後、子育ての不安が解消され、安心して子どもを産み育てることが

できるよう、子育てに関する不安の軽減や知識の向上、支援が必要な家庭に対しては、

医療・保健・福祉・教育が連携し、切れ目のない支援を実施することが必要です。 

また、子育てが一段落ついた方を地域で子育ての担い手として活用し、身近な地域

での子育て支援を充実していく必要があります。子育てしやすい環境の拡大に向けて、

今後も子育てにおける祖父母等の役割は重要です。地域の特性を活かし、祖父母等の

子育ての学び直しの機会をつくり、祖父母等と協力した子育てをすすめることが必要

です。また、地域での助け合いの機運や機会を創出しながら、必要な子育て支援サー

ビスの充実もはかることで、家庭と地域が支え合う子育てしやすいまちづくりにつな

がります。 

 

 

 

（４）子どもと子育て家庭の健康づくりについて ● ● ● ● ● ● ● 

市では、保健事業への取り組みについて「充実していると」答えている人が約半数

であることから、今後、さらなる支援の取り組みについて検討していくことが求めら

れています。 

妊娠期から子育て期までの切れ目のない相談や支援を行い、タイムリーに福祉サー

ビスや専門相談機関につなげ、親の育児不安・負担の軽減を図り、安心して産み育て

ることができる取り組みが必要です。今後は、子育て支援に関する情報発信体制を強

化するとともに、妊娠から出産、乳幼児期と連続した公的支援に加え、子育て家庭間

の交流や、悩みを気軽に相談できる機会と場所の提供など、切れ目のない支援の充実

を図り、個々の状況に寄り添いながら支援していくことが重要です。 

小児科の時間外診療の特性として、小児科は患者１人に要する診療時間が大人に比

べると相対的に長い上、この中に速やかな対応を要する救急相当の患者が混在してい

る現状があることから、子供の病気への対応方法などを記した小児救急ガイドブック

を配布し、また、急病の相談などに24時間対応している「あんしんホットダイヤル」

などによる情報提供の充実が必要です。 
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（５）配慮を要する子ども・子育て家庭への支援について ● ● ● ● ● ● ● 

子育ての不安に寄り添えるように、日頃から相談しやすい体制づくりと関係の構築

を図ることが必要です。また、児童虐待防止の広報・啓発の充実に努めるとともに、

要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、子どもの虐待（疑いを含む）を発見し

た際に、速やかに通告し連携、支援できる体制を強化することが求められます。 

また、支援を必要とする子どもや、困難を抱えた家庭・子どもが健やかに成長する

ために、一人ひとりの個性と能力に応じた配慮や、子どものライフステージにあわせ

た、行政の各分野（保健、保育、教育、福祉等）が総合的に支援する仕組みが重要で

す。また、子育て世帯が安心して暮らしていけるよう精神的、経済的な支援に関する

情報提供や相談体制の充実が求められます。 

病気やケガで通常の事業が利用できなかった場合に、この１年間に行った対処方法

として、「母親が休んだ」が73.6％と最も多く、病児・病後児の保育を利用した人は

4.9％となっていることから、病児・病後児保育等、多様な保育サービスのニーズに対

応していくことが重要です。 

 

 

（６）仕事と子育ての両立支援について ● ● ● ● ● ● ● 

女性の育児休業取得率は、制度の着実な定着が図られているものの、男性の取得率

が依然低いことから、社会全体で育児休暇制度を利用しやすい気運の醸成を図ること

が必要です。 

育児休業制度の利用をさらに促進するために、働きながら安心して子どもを産み育

てることができるように、企業を含めた仕事と子育ての両立支援の環境を確立するた

め、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の考え方をさらに浸透させて

いくことが重要であることから、仕事と子育ての両立に向けて、家庭や職場において

男女共同参画の意識の醸成が求められます。 

国においては、男性の子育てや家事に費やす時間が先進国中最低の水準であり、こ

うした男女とも仕事と生活の調和をとることが難しい状況が女性の継続就業を困難に

しているとの指摘もあることから、今後は、働き方改革による就業時間の減少を踏ま

え、父親の家事・育児の参画を促進することが必要です。 
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